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☞ 防災危機管理の鉄則は、「想像と準備」 

 
☞ 発災時「自分はどこで何をするのか」 

 
☞ 求められる役割を想像し、 
「あれをしておけばよかった」を前もって準備する一助に 
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―― 学校・園防災マニュアルの活用について ―― 

 

○  学校・園防災マニュアル（以下、「マニュアル」という。）は主に大地震
発生時を想定して、小・中学校、幼稚園、こども園（以下、「各学校」と
いう。）において、職員全員がとるべき行動とその手順をまとめたもので
ある。 

 
○ 暴風・大雨・暴風雪・大雪については、特別警報・警報の発表が見込まれ

る場合、原則として、前日正午までに対応を決定する。（☞P50～54） 
 
○  各学校では、マニュアルに基づき、以下の観点から各学校・園独自の防災

マニュアルの見直しを行い、緊急対応の強化・充実に向けた対策を進める
こと。 

 
■各学校・園における防災危機管理 重要チェックポイント 
□１ 東日本大震災の被災状況を踏まえて職員配置や施設点検リストを再確認

しているか。（☞P7、21、65、66、86） 
 
□２ 防災訓練を、余震、停電、液状化、断水、大雨、暴風、洪水などさまざま

な想定して、見直し、実践しているか。 
 
□３ 学校周辺での大火災や火災延焼、危険物を取り扱う施設(ガソリンスタン

ドや工場等)での事故から回避が可能になっているか。 
 
□４ 第二次、第三次避難場所への避難経路は、周辺での火災等や交通渋滞等を

想定して複数確保されているか。（☞P46～49） 
 
□５ 校内で落下物（照明器具、スピーカー、緞帳等）や転倒物(ピアノや大型

ロッカー等)、移動物（キャスターがついているもの）による危険回避が可
能になっているか。  

□６ 校庭への避難経路はクラスごとに災害の状況に合わせ、複数確保されて
いるか。 

 
□７ 地理的特徴や地域特性、災害の激甚化を考慮し、対策の見直しを行ってい 

るか。 
 
□８ 特別支援学級に在籍する児童・生徒、通常の学級に在籍する特別な支援が

必要な児童・生徒への個別対応方法は明確になっているか。 
 
□９ 保護者への引渡方法は明確になっているか。また、保護者が来られない状

況に対する対応方法は明確になっているか。（☞P55） 
 
□10 校長・園長または副校長・副園長（以下、「校長」「副校長」という。）

が不在の際の教職員分担は明確になっているか。また、管理職が２名とも
不在の際の教職員分担は明確になっているか。  

（☞P11、12） 
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◎ 本マニュアルで取り上げる大規模地震は、次のとおり定義する。 

「目黒区内で、震度５弱以上の地震が発生したとき」 

（この場合、幼児・児童・生徒（以下、「児童・生徒」という。）は引渡しを

原則とする。☞Ｐ.55） 

※ ただし、それ以下の震度でも学校周辺の状況によっては本マニュアルに沿って行動する。 

 

◎災害時対応の基本的な考え方 

 

 

 

 

 

 

 

① 児童・生徒の安全確保を第一とする。 

  ・各学校では、発達の段階や程度に応じ、全ての児童・生徒が安全に避難で

きるようにすること。 

  ・災害発生時にどのように対応するか、日常の安全教育を充実すること。 

  ・緊急時の対応策について、常に検討・改善を行うこと。 

 

 ②マニュアルを熟読し、迅速に対応できるように訓練する。 

  ・このマニュアルを参考に、各学校のマニュアルを作成すること。 

  ・様々な状況を想定した訓練を定期的に行うこと。 

  ・職員全員で災害に関する対応について、各学校のマニュアルを研修等で活

用し、共通理解を図ること。 

 

 ③臨機応変に対応する。 

  ・日ごろの訓練を充実させ、予測できない状況に直面した時も適切な対応 

ができるよう職員の対応力を向上させること。 

  ・正確な情報を素早く収集し、的確に状況を判断すること。 

 

 

 

①児童・生徒の安全確保を第一とする。 

②マニュアルを熟読し、迅速に対応できるよう訓練する。 

③臨機応変に対応する。 
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災害の発生 

学校災害対策本部の設置 

（初期対応）⇒P２０～ 

学校災害対策本部 

（二次対応）⇒P６７ 

児童・生徒の校庭への避難完了 

避難所運営本部の設置 

⇒P７６ 

〔児童・生徒の避難と安全確保〕 

○児童・生徒の避難誘導、点呼 

○校舎内残留の児童・生徒の捜索 

○保護者への連絡・引渡し 

○初期消火・元栓の閉止 

○危険物・毒物劇物の点検等 

○負傷者の応急処置 

○非常持出品の搬出・管理 

（火災・延焼の恐れあるとき）、等 

〔児童・生徒の安全確保と避難者の受入れ〕 

○教育指導課に児童・生徒の避難状況等を報告 

○保護者への連絡・引渡し 

○避難者の受入れ（児童・生徒との区分け） 

○防災倉庫開錠 

○負傷者の応急処置、等 

住民等が学校へ避難 

児童・生徒、避難者は校庭で待機 

建物の安全確認 

〔避難所の開設〕 

○教育政策課へ避難所の開設を報告 

○避難所運営協議会が本部会議開催（住区住民

会議代表、校・園長、副校・園長、町会・自治

会代表、防災区民組織代表などで構成） 

○周辺の状況把握 

○避難所運営の班を編成・班長選任・役割確認 

○学校施設利用区分確認→利用場所の明示 

○避難者名簿の作成、等 

区から避難所参集指定職員到着 

〔教育委員会（以下、「災対教育部」という。）

への連絡〕 

○災対教育部教育政策課に避難者が来校してい

ることを報告 

○災害対策本部が避難所開設を指示（教育政策

課から各学校へ）（必ず指示があるとは限らな

い。校長等が応急的に開設する場合有り。） 

徐々に住民の自主的運営に移行 

⇒P７８ 

 

物資・食糧の配給、衛生環境整備等 

学校再開、避難所縮小・閉鎖へ 

⇒P７９ 

建物安全確認後、校舎内へ誘導 

日ごろの備え⇒P7～ 

〔安全指導の充実〕 

○さまざまな想定による訓練 

○児童・生徒の居住地や個別事情の把握 

〔学校災害対策本部の整備〕 

○学校ごとの組織と役割、職員の役割分担 

〔学校施設や通学路の管理と点検〕 

○施設点検と備品等の転倒防止・通路の確保 

○緊急対応用品類の準備・緊急持出書類の管理 

○通学路・周辺状況の確認・点検 

〇防災倉庫の整理 

◎学校での防災活動の流れ 

教職員の安全確認については教 

職員係へ報告 
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◎大地震と風水害（台風・大雨等）への対応の違い 
 

予測のできない大地震と異なり、東京都23区いずれかに
．．．．．

暴風・大雨・暴風雪・大雪（特

別警報・警報）が見込まれる場合、原則として、警報発表前日正午までに、臨時休業や自宅

待機等の判断によって児童・生徒の安全確保のための対応を決定する。 

※あらゆる特別警報は臨時休業。暴風警報等の対応基準は、「台風接近・通過及び積雪に   

伴う気象警報発表時の対応について」（☞P51～54）のとおり。 

 

大地震時の地域避難所 

大地震時には、後述（☞P67～）のとおり、学校長を本部長とした学校災害対策本部を設

置する。全職員はあらかじめ定められた分掌に従い、児童・生徒の安全確保、負傷手当など

の災害活動、保護者への引渡し、区の参集指定職員・住民と協働して避難所開設・運営等に

従事する。 

また、被災した区民を受け入れるため、区立小中学校全校のうちから地域避難所が指定さ

れ、発災初期には学校長等を運営本部長として開設・運営される。 

 

風水害時の地域避難所 

一方で、風水害時には、原則として警報発令前日までの対応決定で、児童・生徒の安全は

自宅等で確保したうえで（ただし、大雨・大雪警報は原則登校）、主として目黒川近隣住民

の避難に備える。 

警戒レベル３（高齢者等避難）避難情報発令前に、災害対策本部の開設指示のあった（下

目黒・向原・田道小以外の
．．．

）小中学校において区の参集指定職員が開設・運営し、風水害対

策指定職員が補助をする。 

 

参集指定職員等との連携 

各学校は、夜間・休日等、教職員等不在時でも、区の参集指定職員・風水害対策指定職員

が体育館・用務主事室・保健室の鍵使用、停電復旧時の主電源の操作、断水時の受水槽操作

ができるよう、防災倉庫に上記鍵等の保管場所、使用マニュアルを置くなど、事前に相互に

連絡体制を構築しておくこと。 

※参集指定職員は事前に校門と防災倉庫の鍵を渡されている。 

 

 

 


